
緊急声明 

～修習資金の貸与を受けた元司法修習生に対する貸与金返還の一律猶予を求める～ 

 

 

１ 新型コロナウイルス感染症の全国的な流行、さらに本年４月の緊急事態宣言の発

令といった未曾有の事態により、市民生活には甚大な影響が生じている。営業自粛

や顧客減少による資金繰りの悪化、賃金カットや解雇、契約のキャンセル、借金返

済不能、家庭内での DV等、深刻な問題が噴出しており、司法に対する法的なニーズ

は高まっている。しかし、その一方で、この間、全国の裁判所では特に緊急性を要

する一部の事件を除いて裁判期日が取り消されたほか、弁護士会の法律相談はじめ

法テラス、行政機関等主催の法律相談もほぼ全て中止される等、紛争解決機能に重

大な停滞が生じた。 

 こうした事態の中で、当会では、新型コロナウイルス問題対応として市民・労働

者や事業者に対する各種無料電話相談を行ってきているほか、緊急事態宣言期間中

は面談相談から無料の電話相談に切り替えて市民からの相談に対応するなど、司法

アクセスを止めないための対応に努めてきた。各弁護士も、市民からの相談・依頼

に対応するためにそれぞれに工夫を凝らしてきた。こうした活動に、弁護士になっ

て数年の若手の多くが、積極的な役割を果たしている。 

２ このような状況の中で、若手弁護士のうち、司法修習生に対する修習資金（以下

「貸与金」という。)の貸与を受けた弁護士については、本年度分の貸与金の返金期

限が７月２５日に迫っている(平成２９年最高裁判所規則第４号による改正前の司

法修習生の修習資金の貸与等に関する規則第７条、修習資金貸与要綱第１６条第１

項)。  

 しかしながら、新型コロナウイルスによる社会生活、経済活動への影響は未曾有

の世界的規模のものであり、収入減少等の影響は弁護士にも深刻に及んでいる。特

に、弁護士業務を開始して数年ほどしか経過していない若手弁護士への影響は大き

く、本年度の貸与金の返済資金を準備することが難しくなるという事態に直面して

いる者もいる。 

 因みに、貸与金の返還については、平成２９年法律第２３号による改正前の裁判

所法第６７条の２第３項において、一定の場合には最高裁判所が返還期限を猶予す

ることができる旨が定められており、新型コロナウイルス感染防止対策に伴う収入

減は「災害、傷病その他やむを得ない理由により返還することが困難となった場合」

にあたると解される。また、貸与金の返還期限の猶予を求める場合の申請期限は、

原則として当年の５月３１日までとされており、提出期限経過後の申請も可能とは

いえ、返還期限後に猶予申請が承認された場合には返還期限の翌日から猶予申請が

承認される日までの間について延滞金（年１４．５％)が発生する（最高裁判所 HP)。

緊急事態宣言の発令が４月７日であったことや、これによる社会生活、経済活動へ

の影響がその後日を追って現実化、拡大・深刻化してきている状況に鑑みれば、申

請のための期限は極めて短く、期限内の対応は困難というべきである。そもそも今



回の新型コロナウイルス問題がもたらしつつある社会経済的な極めて深刻なダメー

ジを考えれば、かかる個別的な申請にかからしめる返還猶予の対応では全く不十分

と言わざるを得ない。  

３ 司法は、三権の一翼として、法の支配を実現し国民の権利を護るべき役目があり、

その司法の担い手としての公共的使命を負う法曹を、高度な技術と倫理感を備える

べく養成することは、本来的に国の責務である。従って、司法修習生が修習専念義

務（兼職禁止）の下でも経済的な不安なく修習に専念できるような修習制度、すな

わち給費または給付金の支給により、国から修習中の生活の保障を受けたうえでの

修習こそあるべき姿である。そのような見地から戦後６０余年にわたり維持されて

きた給費制が、２０１１年（平成２３年）に廃止され、２０１７年（平成２９年）

に修習給付金制度として部分復活されるまでの間の司法修習生（司法修習第新６５

期から第７０期）、合計約１万１０００人（全法曹の約４分の１に相当し、いわゆ

る「谷間世代」と呼ばれる）は、給費も修習給付金も支給されず無給を強いられ、

その多くが貸与金に頼らざるを得なかったものであり、その余の世代に比して、特

に不公平・不平等な状況下におかれ、貸与金返済問題や経済的窮状が若手法曹とし

ての使命感に基づくチャレンジへの足かせにもなっている。社会の期待に応え、司

法の使命、法曹としての使命を遺憾なく発揮できる態勢を維持するためには、谷間

世代の不公平・不平等の是正こそが肝要であることはいうまでもない。 

当会は、谷間世代が被っている不公平・不平等の是正を求め、２０１８年１月に

会長声明を発出するとともに、是正施策の一環として、日本弁護士連合会が実施中

の谷間世代弁護士に対する一律の給付金（２０万円）制度に加えて、当会独自策と

して、５年間の分割で総額上限３０万円の給付金を支給する制度を本年度から実施

している。しかしながら、法曹の養成は国の責務であることに鑑み、今後とも、国

に対して、一律給付などによる谷間世代の不公平・不平等の抜本的是正策の実現を

求めていくものである 

４ 新型コロナウイルスによる国民生活への影響は、当面の間、相当程度深刻に持続

することが予想されるところ、社会的弱者に対する法的サービスを担う弁護士の活

動がますます重要になると考えられる。また、直接接触を避け、オンラインでの対

応が必要となるなど、弁護士の活動も新たな形で行っていく必要が出てくることも

疑いない。このような状況では、進取の精神に富んだ若手弁護士こそがその中心的

担い手となるはずである。しかしながら、新型コロナウイルス感染防止対策に伴う

収入減の中での貸与金の返済という負担は、若手弁護士の志に基づくチャレンジへ

の更なる足かせとなりかねないものである。法曹養成の責務を負う国としては、さ

しあたり、本年度の貸与金の返還の一律猶予（また、これに応じて各年度の返還期

限を順次１年ずつ繰り下げること）を緊急不可欠な施策として実施すべきである。 

５ よって、当会は、最高裁判所に対し、貸与金の返還義務者に対する本年度の返還

を一律猶予（前同）するよう求める。 

 

２０２０年（令和２年）６月１２日 

福岡県弁護士会 会長 多川一成 


